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 平成 30年分 所得税の改正のあらまし 

税 務 署 
Ⅰ 平成 30 年度の主な改正事項･･････････････････････････････････････････････････････１ページ 

Ⅱ 平成 29 年度の改正事項のうち、平成 30年分の所得税から適用される主なもの･････････15 ページ 

Ⅲ 平成 28 年度の改正事項のうち、平成 30年分の所得税から適用される主なもの･････････16 ページ 

○ この改正のあらましにおいて使用する次の省略用語は、それぞれ次に掲げる法令を示します。 

所法･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････所得税法 

所令･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････所得税法施行令 

所規･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････所得税法施行規則 

通則法･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････国税通則法 

相互免除法･･･････････････････････････外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律 

措法･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････租税特別措置法 

措令･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････租税特別措置法施行令 

措規･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････租税特別措置法施行規則 

国外送金法･････････････････････内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する法律 

オン化省令･････････････････････････････国税関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する省令 

改正法･･････････････････････････････････････････････････所得税法等の一部を改正する法律(平成30年法律第７号) 

改正所令･････････････････････････････････････････所得税法施行令等の一部を改正する政令(平成30年政令第131号) 

改正措令････････････････････････････････････租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令(平成30年政令第145号) 

改正所規･･････････････････････････････････････所得税法施行規則の一部を改正する省令(平成30年財務省令第12号) 

改正措規･････････････････････････････租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年財務省令第26号） 

改正オン化省令･･････････････････････････････････国税関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する省令の一部を改正する省令（平成 30 年財務省令第 32 号） 

 

 

 

 ○ この改正のあらましは、平成30年４月１日現在の法令に基づいて作成しています。 

 ○ 国税に関する御相談・御質問は電話相談センターを御利用ください。電話相談センターの御利用は、

最寄りの税務署にお電話いただき、自動音声にしたがって番号「１」を選択してください。 

 ○ 国税庁では、税に関する様々な情報をホームページ【www.nta.go.jp】で提供しています。 
 

Ⅰ 平成 30年度の主な改正事項 

 １ 個人所得課税の見直し 
  ⑴ 給与所得控除（所法28） 

    給与所得控除額を一律 10 万円引き下げ、その上限額が適用される給与等の収入金額が 850 万円

（改正前：1,000 万円）とされるとともに、その上限額を195万円（改正前：220万円）に引き下げ

ることとされました（所法 28③）。この結果、給与所得控除額は、給与等の収入金額に応じてそれ

ぞれ次のとおりとなります。 

給与等の収入金額 給与所得控除額 

162.5 万円以下 55万円 

162.5 万円超 180万円以下 その収入金額×40％－10万円 

180 万円超 360万円以下 その収入金額×30％＋８万円 

360 万円超 660万円以下 その収入金額×20％＋44万円 

660 万円超 850万円以下 その収入金額×10％＋110万円 

850 万円超 195 万円 

    また、この改正に伴い、給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）、賞与に対する源泉徴収

税額の算出率の表及び年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表について所要の措

置が講じられました（所法別表第２～別表第５）。 

  ⑵ 公的年金等控除（所法35、措法 41の 15の３等） 

文中で用いている元号表示を西暦で表記すると次のとおりとなります。 

平成30年…2018年、平成31年…2019年、平成32年…2020年、平成33年…2021年 
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    公的年金等控除額を一律 10 万円（公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が、

1,000 万円を超え 2,000 万円以下である場合は 20 万円、2,000 万円を超える場合は 30 万円）引き

下げることとされ、公的年金等の収入金額が1,000 万円を超える場合の控除額について、上限を設

けることとされました（所法35④、措法 41の 15の３①）。この結果、公的年金等控除額は、公的

年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額及び公的年金等の収入金額に応じてそれぞれ

次のとおりとなります。 

   ① 65 歳未満の場合 

 

 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 

1,000 万円以下 
1,000 万円超 

2,000 万円以下 
2,000 万円超 

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額 

130 万円以下 60万円 50万円 40万円 

130 万円超 

410 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×25％＋27.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×25％＋17.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×25％＋7.5万円 

410 万円超 

770 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×15％＋68.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×15％＋58.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×15％＋48.5 万円 

770 万円超 

1,000 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×５％＋145.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×５％＋135.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×５％＋125.5 万円 

1,000 万円超 195.5 万円 185.5 万円 175.5 万円 

   ② 65 歳以上の場合 

 

 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 

1,000 万円以下 
1,000 万円超 

2,000 万円以下 
2,000 万円超 

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額 

330 万円以下 110 万円 100 万円 90万円 

330 万円超 

410 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×25％＋27.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×25％＋17.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×25％＋7.5万円 

410 万円超 

770 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×15％＋68.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×15％＋58.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×15％＋48.5 万円 

770 万円超 

1,000 万円以下 

公的年金等の収入金額 

×５％＋145.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×５％＋135.5 万円 

公的年金等の収入金額 

×５％＋125.5 万円 

1,000 万円超 195.5 万円 185.5 万円 175.5 万円 

    また、この改正に伴い、非居住者の公的年金等について、分離課税の対象となる金額等の算定に

おける控除額計算の基礎となる額を、65歳未満の者については５万円（改正前：６万円）に、65歳

以上の者については９万５千円（改正前：10万円）に、それぞれ引き下げることとされました（所

法169三、213①一イ、措法41の 15の３③）。 

  ⑶ 基礎控除（所法86等） 
    基礎控除について、控除額を一律 10 万円引き上げるとともに、合計所得金額が 2,400 万円を超

える個人についてはその合計所得金額に応じて控除額が逓減し、合計所得金額が2,500 万円を超え

る個人については基礎控除の適用はできないこととされました（所法86①）。この結果、基礎控除

額は、個人の合計所得金額に応じてそれぞれ次のとおりとなります。 

個人の合計所得金額 控除額 

2,400 万円以下 48万円 

2,400 万円超 2,450 万円以下 32万円 

2,450 万円超 2,500 万円以下 16万円 

2,500 万円超 ０円 
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    また、この改正に伴い、年末調整において基礎控除の適用を受ける場合に合計所得金額の見積額

を申告する等の所要の措置が講じられました（所法190①二ホ、195の３）。 

  ⑷ 扶養親族等の範囲について、次の改正が行われました。 
   ① 勤労学生の合計所得金額要件を 75 万円以下（改正前：65 万円以下）に引き上げる（所法２①

三十二）。 

   ② 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件を 48 万円以下（改正前：38 万円以下）に引

き上げる（所法２①三十三、三十四）。 

   ③ 源泉控除対象配偶者の合計所得金額要件を 95 万円以下（改正前：85 万円以下）に引き上げる

（所法２①三十三の四）。 

  ⑸ 配偶者特別控除（所法83の２）について、対象となる配偶者の合計所得金額要件を48万円超 133

万円以下（改正前：38万円超 123万円以下）とし、その控除額の算定の基礎となる配偶者の合計所

得金額の区分を、それぞれ10万円引き上げることとされました（所法83の２①一）。 
  ⑹ 特定支出控除（所法57の２） 
    特定支出の範囲に、勤務する場所を離れて職務を遂行するために直接必要な旅費等で通常要する

支出を加えるとともに（所法57の２②、所令167の３②）、特定支出の範囲に含まれている単身赴

任者の帰宅旅費について、１か月に４往復を超えた旅行に係る帰宅旅費を対象外とする制限を撤廃

した上、帰宅のために通常要する自動車等を使用することにより支出する燃料費及び有料道路の料

金の額を加えることとされました（所令167の３⑤）。 

  ⑺ 青色申告特別控除（措法25の２）について、取引を正規の簿記の原則に従って記録している者に

係る青色申告特別控除の控除額を 55 万円（改正前：65 万円）に引き下げる一方、取引を正規の簿

記の原則に従って記録している者であって、次に掲げる要件のいずれかを満たすものに係る青色申

告特別控除の控除額を65万円とすることとされました（措法25の２③④、措規９の６②～⑤）。 

   ① その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳について、電子計算機を使用して作成する国税関

係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律に定めるところにより「電磁的記録の備付け及び保

存」又は「電磁的記録の備付け及びその電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保

存」（以下これらを「電磁的記録の備付け等」という。）を行っていること。 

   ② その年分の所得税の確定申告書、貸借対照表及び損益計算書等の提出を、その提出期限までに

電子情報処理組織（e-Tax）を使用して行うこと。 

  ⑻ 所得金額調整控除（措法41の３の３）等の創設 
   ① その年の給与等の収入金額が850万円を超える居住者で、特別障害者に該当するもの又は年齢

23 歳未満の扶養親族を有するもの若しくは特別障害者である同一生計配偶者若しくは扶養親族

を有するものの総所得金額を計算する場合には、給与等の収入金額（その給与等の収入金額が

1,000 万円を超える場合には、1,000 万円）から 850万円を控除した金額の100分の 10相当額を、

給与所得の金額から控除することとされました（措法41の３の３①⑤）。 

   ② その年の給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額がある居住者で、

給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額の合計額が 10 万円を超える

ものの総所得金額を計算する場合には、給与所得控除後の給与等の金額（10万円を限度）及び公

的年金等に係る雑所得の金額（10 万円を限度）の合計額から 10 万円を控除した残額を、給与所

得の金額から控除することとされました（措法41の３の３②⑤）。 

   ③ 上記①の所得金額調整控除は、年末調整において適用できることとされました（措法41の３の

４①）。 

   ④ 公的年金等に係る確定申告不要制度における公的年金等に係る雑所得以外の所得金額を算定

する場合には、上記②の所得金額調整控除額を給与所得の金額から控除することとされました

（措法41の３の３⑥）。 
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  《適用関係》 上記⑴から⑻までの改正は、平成32年分以後の所得税について適用されます。なお、

⑺について、同年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳の備付けを開始する日に、これ

らの帳簿の電磁的記録の備付け等に係る承認を受けていない場合において、同年中の日

であってその承認を受けてこれらの帳簿の電磁的記録の備付け等を行っているときは、

上記⑺①の要件を満たすこととする等の所要の措置が講じられています（改正法附則１

六、２、14、15、70、79～81、改正所令附則９）。 

 

 ２ 事業所得等関係 
  ⑴ 返品調整引当金（旧所法53）について、所要の経過措置が講じられた上、廃止されました（改正

法附則５、改正所令附則８）。 

  ⑵ 延払条件付販売等に係る収入及び費用の帰属時期（旧所法65）について、対象となる資産の販売

等がリース譲渡に限定されるとともに、所要の経過措置が講じられました（所法65、改正法附則８、

改正所令附則12）。 

  ⑶ 高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除（措法10の２）

の創設 

    青色申告書を提出する個人が、平成30年４月１日（次の②及び③に掲げるものにあっては、エネ

ルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律の施行の日）から平成32年３月 31日

までの間に、その個人の次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める減価償却資産の取得等をして、

国内にあるその個人の事業の用に供した場合には、その取得価額の 100 分の 30 相当額の特別償却

ができることとされました（措法10の２①）。また、その個人が中小事業者である場合には、この

特別償却との選択適用により、その取得価額の100分の７相当額の特別税額控除（調整前事業所得

税額の 100 分の 20 相当額を限度）の適用を受けることができることとされました（措法 10 の２

③）。 

   ① エネルギーの使用の合理化等に関する法律に定める特定事業者又は特定連鎖化事業者（特定連

鎖化事業者が行う連鎖化事業（以下「特定連鎖化事業」という。）の加盟者（以下「特定加盟者」

という。）を含む。） 主務大臣に提出された計画において設置するものとして記載されたエネ

ルギーの使用の合理化のための機械その他の減価償却資産でエネルギーの使用の合理化に特に効

果の高い一定のもの（特定加盟者の特定連鎖化事業に関する計画に係るものにあっては、その特

定加盟者が設置しているその特定連鎖化事業に係る工場等に係るものに限る。） 

   ② エネルギーの使用の合理化等に関する法律の認定を受けた工場等を設置している者 その認

定に係る連携省エネルギー計画に記載された連携省エネルギー措置の実施により取得等をされる

機械その他の減価償却資産でエネルギーの使用の合理化に資する一定のもの 

   ③ エネルギーの使用の合理化等に関する法律の認定を受けた荷主 その認定に係る荷主連携省

エネルギー計画に記載された荷主連携省エネルギー措置の実施により取得等をされる機械その他

の減価償却資産でエネルギーの使用の合理化に資する一定のもの 

    なお、エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除

（旧措法10の２）は、適用期限の到来をもって廃止されました。 

  ⑷ 地方活力向上地域等において特定建物等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除（措

法10の４の２）について、地域再生法の改正に伴い、移転型事業の対象地域に準地方活力向上地域

が加えられた上（措法10の４の２①③）、その適用期限が平成32年３月 31日まで２年延長されま

した。 

  ⑸ 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除（改正後：地方活力向上地

域等において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除）（措法10の５）について、次のと

おり見直しが行われました。  

   ① 同意雇用開発促進地域に係る措置は、適用期限の到来をもって廃止する（旧措法10の５①）。 
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   ② 地方事業所基準雇用者数に係る措置及び地方事業所特別基準雇用者数に係る措置を地方活力

向上地域等において雇用者の数が増加した場合の特別税額控除制度に改組するとともに、次の見

直しを行った上、その適用期限を２年延長する。 

    イ 「基準雇用者数が５人以上（中小事業者にあっては、２人以上）であること」との要件を、

「地方事業所基準雇用者数のうち特定新規雇用者数に達するまでの数とその地方事業所基準雇

用者数から新規雇用者総数を控除した数とを合計した数が２人以上であること」とする（措法

10の５①一）。 

    ロ 比較給与等支給額について、適用年の前年分における給与等の支給額に基準雇用者割合を乗

じて計算した金額に乗ずる割合を 100 分の 20（改正前：100 分の 30）に引き下げる（措法 10

の５③十三）。 

    ハ 地域再生法の改正に伴い、移転型事業の対象地域に準地方活力向上地域を加える（措法 10の

５①二ロ、③二）。 

    ニ 地方事業所基準雇用者数に係る措置における税額控除限度額を次の金額の合計額とする。 

     (ｲ) 30 万円（基準雇用者割合が100分の８以上（移転型事業にあっては、100分の５以上）で

あることとの要件を満たす場合には、60万円）に、地方事業所基準雇用者数（その適用年の

基準雇用者数を上限。以下同じ。）のうち特定新規雇用者数に達するまでの数を乗じて計算

した金額（措法10の５①二） 

     (ﾛ) 20 万円（基準雇用者割合が100分の８以上（移転型事業にあっては、100分の５以上）で

あることとの要件を満たす場合には、50万円）に、新規雇用者総数（地方事業所基準雇用者

数を上限。以下同じ。）から特定新規雇用者数を控除した数のうちその新規雇用者総数の100

分の 40 に達するまでの数とその地方事業所基準雇用者数からその新規雇用者総数を控除し

た数とを合計した数を乗じて計算した金額（措法10の５①二） 

    ホ 地方事業所特別基準雇用者数に係る措置における地方事業所特別税額控除限度額について、

準地方活力向上地域の特定業務施設に係る金額を 20 万円（原則：30 万円）にその特定業務施

設に係る地方事業所特別基準雇用者数を乗じて計算した金額とする（措法10の５②）。 

    ヘ 地方事業所基準雇用者数に係る措置は、上記⑷の制度との選択適用とし、地方事業所特別基

準雇用者数に係る措置は上記⑷を選択した場合においても適用できることとする（措法 10 の

５②⑤）。 

    ト 特別税額控除の適用を受けることができる限度額を適用年の年分の調整前事業所得税額の

100分の 20（改正前：100分の 30）相当額に引き下げる（措法10の５①②）。 

   《適用関係》 この改正は、平成 31 年分以後の所得税について適用されます（改正法附則 64①）。 

  ⑹ 雇用者給与等支給額が増加した場合の所得税額の特別控除（改正後：給与等の引上げ及び設備投

資を行った場合等の所得税額の特別控除）（所得拡大促進税制）（措法10の５の４）について、次

のとおり見直しが行われた上、それぞれの税額控除額の限度額がその年分の調整前事業所得税額の

100分の 20相当額とされました。  

   ① 青色申告書を提出する個人が、平成31年から平成33年までの各年において国内雇用者に対し

て給与等を支給する場合において、当該個人の継続雇用者給与等支給額から継続雇用者比較給与

等支給額を控除した金額の当該継続雇用者比較給与等支給額に対する割合が100分の３以上であ

り、かつ、当該個人の国内設備投資額がその償却費総額の100分の 90相当額以上であるときは、

所得税の額から雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等支給額を控除した金額の 100 分の 15

相当額（上記要件に加え、教育訓練費の額から比較教育訓練費の額を控除した金額の当該比較教

育訓練費の額に対する割合が 100 分の 20 以上であるときは、100 分の 20 相当額）を控除できる

こととする（措法10の５の４①）。 

   ② 青色申告書を提出する中小事業者が、平成31年から平成33年までの各年（上記①の適用を受

ける年を除く。）において国内雇用者に対して給与等を支給する場合において、当該中小事業者
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の継続雇用者給与等支給額から継続雇用者比較給与等支給額を控除した金額の当該継続雇用者比

較給与等支給額に対する割合が100分の 1.5以上であるときは、所得税の額から雇用者給与等支

給額から比較雇用者給与等支給額を控除した金額の 100 分の 15 相当額（次に掲げる要件を満た

す場合には、100分の 25相当額）を控除できることとする（措法10の５の４②）。 

    イ 継続雇用者給与等支給額から継続雇用者比較給与等支給額を控除した金額のその継続雇用

者比較給与等支給額に対する割合が100分の 2.5以上であること。 

    ロ 教育訓練費の額から中小企業比較教育訓練費の額を控除した金額のその中小企業比較教育

訓練費の額に対する割合が 100 分の 10 以上であること、又はその中小事業者が、その年の 12

月 31 日までにおいて中小企業等経営強化法の認定を受け、当該認定に係る経営力向上計画に

記載された経営力向上が確実に行われたことにつき一定の証明がされたものであること。 

   《適用関係》 この改正は、平成31年分以後の所得税について適用されます（改正法附則65）。 

  ⑺ 革新的情報産業活用設備を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除（情報連携投資等の

促進に係る税制）（措法10の５の５）が創設され、青色申告書を提出する個人で生産性向上特別措

置法に規定する認定革新的データ産業活用事業者であるものが、同法の施行の日から平成 33 年３

月 31 日までの間に、同法の認定革新的データ産業活用計画に従って一定のソフトウエアを新設又

は増設した場合（その新設又は増設をするソフトウエア並びにそのソフトウエアとともに取得又は

製作する機械装置及び器具備品の取得価額の合計額が 5,000 万円以上の場合に限ります。）におい

て、取得等した革新的情報産業活用設備（上記ソフトウエア等のうち一定のものをいいます。）を

その事業の用に供したときは、その取得価額の100分の 30相当額の特別償却とその取得価額の100

分の５（継続雇用者給与等支給額から継続雇用者比較給与等支給額を控除した金額の当該継続雇用

者比較給与等支給額に対する割合が 100 分の３に満たない場合には、100 分の３）相当額の税額控

除（適用年の年分の調整前事業所得税額の100分の 20（継続雇用者給与等支給額から継続雇用者比

較給与等支給額を控除した金額の当該継続雇用者比較給与等支給額に対する割合が 100 分の３に満

たない場合には、100分の 15）相当額を限度）との選択適用ができることとされました（措法10の

５の５、措令５の６の５）。  

  ⑻ 所得税の額から控除される特別控除額の特例（措法10の６）について、中小事業者を除く一定の

個人が、平成31年から平成33年までの各年（以下「対象年」といいます。）において試験研究を

行った場合の所得税額の特別控除等の適用を受けようとする場合において、その対象年の継続雇用

者給与等支給額が継続雇用者比較給与等支給額以下であり、かつ、国内設備投資額がその年の償却

費総額の 100 分の 10 相当額以下であるときは、試験研究を行った場合の所得税額の特別控除等を

適用できないこととされました（措法10の６⑤）。 

  ⑼ 特定設備等の特別償却（措法11）について、青色申告書を提出する一定の個人が、エネルギー環

境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律に規定する非化石エネルギー源のうち

永続的に利用することができると認められるもの（以下「再生可能エネルギー源」といいます。）

から電気若しくは熱を得るため若しくは再生可能エネルギー源から燃料を製造するための機械そ

の他の減価償却資産（以下「再生可能エネルギー利用資産」といいます。）のうち太陽光若しくは

風力以外の再生可能エネルギー源の利用に資するもの又は主として再生可能エネルギー利用資産

とともに使用するための機械その他の減価償却資産でその再生可能エネルギー利用資産の持続的

な利用に資するものとして一定のものを取得等して、その事業の用に供した場合には、その取得価

額の100分の 20相当額の特別償却ができることとされました（措法11①）。 

  ⑽ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却（措法 13）について、基準雇用障害者数が 20 人以上

であって、重度障害者割合が100分の 50以上であることとの要件における重度障害者割合が100 分

の 55 以上に引き上げられた上、その適用期限が平成 32 年３月 31 日まで２年延長されました（措

法13①）。 

   《適用関係》 この改正は、平成 31 年分以後の所得税について適用されます（改正法附則 67②）。 



 

 

- 7 - 

  ⑾ 次世代育成支援対策に係る基準適合認定を受けた場合の次世代育成支援対策資産の割増償却（旧

措法13の２）について、所要の経過措置が講じられた上、廃止されました（改正法附則67③）。 

  ⑿ 企業主導型保育施設用資産の割増償却（措法 13 の３）が創設され、青色申告書を提出する個人

が、平成30年４月１日から平成32年３月 31日までの間に、子ども・子育て支援法に規定する施設

のうち保育事業を目的とするもの（以下「事業所内保育施設」といいます。）の新設又は増設をす

る場合（その新設又は増設をする事業所内保育施設とともにその事業所内保育施設における保育事

業の用に供する一定の遊戯用の構築物、遊戯具その他の一定の減価償却資産（以下「幼児遊戯用構

築物等」といいます。）の取得等をする場合で、かつ、その事業所内保育施設につき子ども・子育

て支援法の規定による助成事業に係る助成金の交付を受ける場合に限ります。）において、その新

設又は増設に係る事業所内保育施設を構成する建物等及びその幼児遊戯用構築物等（以下「企業主

導型保育施設用資産」といいます。）の取得等をして、保育事業の用に供したときは、その企業主

導型保育施設用資産につき、３年間（その事業所内保育施設につきその助成事業に係る助成金で一

定のものの交付を受ける期間に限ります。）、普通償却額の100分の 12（建物等及び構築物につい

ては、100分の 15）相当額の割増償却ができることとされました（措法13の３）。 

  ⒀ 倉庫用建物等の割増償却（措法 15）の適用期限が平成 32 年３月 31 日まで２年延長されました

（措法15①）。 
  ⒁ 金属鉱業等鉱害防止準備金（措法20）の適用期限が平成32年まで２年延長されました（措法 20

①）。 
  ⒂ 特定災害防止準備金（措法20の２）について、準備金の一括取崩事由に、特定廃棄物最終処分場

の廃止の確認を受けた場合及び特定廃棄物最終処分場に係る許可が取り消された場合が加えられ

た上、その適用期限が平成32年３月 31日まで２年延長されました（措法20の２①③）。 
  ⒃ 農業経営基盤強化準備金（措法24の２）について、準備金の取崩事由に次に掲げる場合を加える

とともに、その取崩金額は次に掲げる場合に応じそれぞれ次に定める金額とすることとされた上、

適用期限が平成32年３月 31日まで２年延長されました（措法24の２①③）。 
   ① 認定計画の定めるところにより農用地等（農用地並びに農業用の機械装置、器具備品、建物等、

構築物及びソフトウエアをいう。以下同じ。）の取得等をした場合 その農用地等の取得価額相

当額 

   ② 農用地等（農業用の器具備品及びソフトウエアを除く。）の取得等をした場合（上記①に掲げ

る場合を除く。） その農用地等の取得価額相当額 

  ⒄ 農用地等を取得した場合の課税の特例（措法24の３）について、認定計画への記載がない農用地

等の取得等をした場合の農業経営基盤強化準備金取崩額（上記⒃②）は、必要経費算入限度額の計

算の基礎から除くこととされました（措法24の３①）。 

  ⒅ 社会保険診療報酬の所得計算の特例（措法26）について、その適用対象となる社会保険診療の範

囲に、介護医療院サービスが加えられました（措法26②）。 
  ⒆ 家内労働者の事業所得等の所得計算の特例（措法27）について、必要経費に算入する金額の最低

保障額が55万円（改正前：65万円）に引き下げられました（措法27、措令 18の２②）。 
   《適用関係》 この改正は、平成32年分以後の所得税について適用されます（改正法附則72）。 

  ⒇ 中小事業者の少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入の特例（措法28の２）の適用期限が平

成32年３月 31日まで２年延長されました（措法28の２①）。 

 

 ３ 金融・証券税制 
  ⑴ 配当等とみなす金額（所法25）について、対価の交付が省略されたと認められる非適格合併又は

非適格分割型分割が行われた場合には、その非適格合併又は非適格分割型分割に係る被合併法人又

は分割法人の株主等が株式その他の資産の交付を受けたものとみなして、対価の交付があった場合

と同様に、その省略された対価を配当等とみなして計算することとされました（所法25②、所令 61
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④⑤）。 
  ⑵ 株式交換等に係る譲渡所得等の特例（所法57の４）について、旧株の譲渡又は贈与がなかったも

のとみなされる株式交換に、株式交換完全親法人の株式の交付が省略されたと認められる一定のも

のが加えられました（所法57の４①、所令167の７②）。 

  ⑶ 分配時調整外国税相当額控除（所法93）及び非居住者に係る分配時調整外国税相当額の控除（所

法165の５の３）の創設 
   ① 居住者が集団投資信託の収益の分配の支払を受ける場合には、その支払を受ける収益の分配に

係る分配時調整外国税相当額（当該収益の分配に係る外国所得税の額で当該収益の分配に係る所

得税の額から控除された金額のうち、その支払を受ける収益の分配に対応する部分の金額に相当

する金額をいいます。以下同じです。）は、その年分の所得税の額から控除することとされまし

た（所法93）。 

   ② 恒久的施設（以下「ＰＥ」といいます。）を有する非居住者が集団投資信託の収益の分配の支

払を受ける場合には、その支払を受ける収益の分配（ＰＥ帰属所得に該当するものに限ります。）

に係る分配時調整外国税相当額は、ＰＥ帰属所得に係る所得の金額に係る所得税相当額を限度に、

その年分の所得税の額から控除することとされました（所法165の５の３）。 

   《適用関係》 この改正は、平成32年１月１日以後に支払を受ける集団投資信託の収益の分配に係

る分配時調整外国税相当額について適用されます（改正法附則９、13）。 

  ⑷ 信託財産に係る利子等の課税の特例（所令300、306の２）について、次の措置が講じられました。 
   ① 受益権を他の証券投資信託の受託者に取得させることを目的とする証券投資信託の信託財産

について納付した所得税（外国所得税を含む。）の額は、信託財産を当該証券投資信託の受益権

に対する投資として運用することを目的とする公社債投資信託以外の証券投資信託で、その設定

に係る受益権の募集が公募以外の方法により行われたものの収益の分配に係る所得税の額から控

除することとする（所令300②、306の２①）。 

   ② 集団投資信託の収益の分配に係る所得税の額から控除する外国所得税の額は、当該収益の分配

に係る所得税の額に当該集団投資信託の外貨建資産への運用割合を乗じた額を限度とする（所令

300③、306の２②）。 

   ③ 集団投資信託の収益の分配の支払を受ける者の当該収益の分配に係る源泉徴収税額は、当該収

益の分配に係る所得税の額から、上記②により控除された外国所得税の額のうち、その支払を受

ける者の当該収益の分配に対応する部分の金額として一定の計算をした金額を控除した額とする

（所令300④、306の２②）。 

   ④ 集団投資信託を引き受けた内国法人及び外国法人は、当該集団投資信託の収益の分配の支払を

する場合には、書面又は電磁的方法により当該収益の分配の支払を受ける個人又は法人に対し、

分配時調整外国税相当額の計算の基礎となる通知外国所得税の額等一定の事項を通知しなければ

ならないこととする（所令300⑥～⑬、306の２④～⑪）。 

   《適用関係》 この改正は、平成32年１月１日以後に支払われる収益の分配について適用されます

（改正所令附則18、19）。 

  ⑸ 上場株式等の配当等に係る源泉徴収義務等の特例（措法９の３の２）について、次の措置が講じ

られました。 
   ① 支払の取扱者が交付をする上場株式等の配当等の次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める

金額がある場合には、当該金額は、当該支払の取扱者が源泉徴収する当該上場株式等の配当等に

係る所得税の額を限度に当該所得税の額から控除することとする。 

    イ 投資信託（証券投資信託その他一定のものに限る。）又は特定受益証券発行信託の収益の分

配 当該投資信託又は特定受益証券発行信託を引き受けた内国法人又は外国法人が当該投資信

託又は特定受益証券発行信託の信託財産について納付した所得税（外国所得税を含む。）の額
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のうち当該収益の分配に対応する部分の金額として一定の計算をした金額（措法９の３の２③

一、措令４の６の２⑫） 

    ロ 特定目的会社の利益の配当 当該特定目的会社が納付した外国法人税の額のうち当該利益

の配当に対応する部分の金額として一定の計算をした金額（措法９の３の２③二、措令４の６

の２⑬） 

    ハ 投資法人の投資口の配当等 当該投資法人が納付した外国法人税の額のうち当該配当等に

対応する部分の金額として一定の計算をした金額（措法９の３の２③三、措令４の６の２⑭） 

    ニ 特定目的信託の受益権の剰余金の配当 当該特定目的信託に係る受託法人が納付した外国

法人税の額のうち当該剰余金の配当に対応する部分の金額として一定の計算をした金額（措法

９の３の２③四、措令４の６の２⑮） 

   ② 個人が上場株式等の配当等の交付を受ける場合には、その交付を受ける上場株式等の配当等に

係る調整対象外国税相当額は、分配時調整外国税相当額控除の対象とし、その交付を受ける年分

の所得税の額から控除する。ただし、当該個人がＰＥを有する非居住者である場合には、ＰＥ帰

属所得に係る所得の金額に係る所得税相当額を限度とする（措法９の３の２⑥、措令４の６の２

⑰）。 

   ③ 個人が上場株式等の配当等の交付を受ける場合には、その交付を受ける上場株式等の配当等に

係る源泉徴収税額は、上記①イに定める金額のうち所得税の額に対応する部分として一定の計算

をした金額を加算した額とする（措法９の３の２⑥、措令４の６の２⑱）。 

   ④ 上場株式等の配当等の支払の取扱者は、当該上場株式等の配当等の交付をする場合には、書面

又は電磁的方法により当該交付を受ける個人又は法人に対し、分配時調整外国税相当額の計算の

基礎となる控除外国所得税相当額等一定の事項を通知しなければならないこととする（措令４の

６の２㉖～㉜）。 

   《適用関係》 この改正は、個人又は内国法人若しくは外国法人に対して平成32年１月１日以後に

支払われる上場株式等の配当等について適用されます（改正法附則60）。 

  ⑹ 特定目的会社の利益の配当に係る源泉徴収等の特例（措法９の６）、投資法人の配当等に係る源

泉徴収等の特例（措法９の６の２）、特定目的信託の剰余金の配当に係る源泉徴収等の特例（措法

９の６の３）及び特定投資信託の剰余金の配当に係る源泉徴収等の特例（措法９の６の４）につい

て、次の措置が講じられました。 
   ① 特定目的会社が納付した外国法人税の額は、当該特定目的会社の利益の配当の額に係る所得税

の額に外貨建資産への運用割合を乗じた額を限度に、当該所得税の額から控除する（措法９の６

①、措令４の９①）。 
   ② 居住者が特定目的会社の利益の配当の支払を受ける場合には、特定目的会社分配時調整外国税

相当額（当該特定目的会社が納付した外国法人税の額で当該利益の配当に係る所得税の額から控

除された金額のうち、その支払を受ける利益の配当に対応する部分の金額に相当する金額をいう。

以下同じ。）は、その年分の所得税の額から控除する。また、ＰＥを有する非居住者が特定目的

会社の利益の配当（ＰＥ帰属所得に該当するものに限る。）の支払を受ける場合には、特定目的

会社分配時調整外国税相当額は、ＰＥ帰属所得に係る所得の金額に係る所得税相当額を限度に、

その年分の所得税の額から控除する（措法９の６③、措令４の９⑥）。 

   ③ 特定目的会社の利益の配当の支払を受ける者の当該利益の配当に係る源泉徴収税額は、当該利

益の配当に係る所得税の額から、特定目的会社分配時調整外国税相当額を控除した額とする（措

令４の９⑧）。 

   ④ 特定目的会社は、当該特定目的会社の利益の配当の支払をする場合には、書面又は電磁的方法

により当該利益の配当の支払を受ける個人又は法人に対し、特定目的会社分配時調整外国税相当

額の計算の基礎となる通知外国法人税相当額等一定の事項を通知しなければならないこととする

（措法９の６⑤、措令４の９⑪～⑱）。 
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   ⑤ 投資法人の配当等の特例、特定目的信託の剰余金の配当の特例及び特定投資信託の剰余金の配

当の特例について、上記①～④と同様の措置を講ずる（措法９の６の２①③⑤、９の６の３①③

⑤、９の６の４①③⑤、措令４の10④⑦～⑭、４の11④⑦～⑭、５④⑦～⑭）。 

   《適用関係》 この改正は、平成32年１月１日以後に支払われる利益の配当等について適用されま

す（改正法附則61）。 

  ⑺ 非課税口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の非課税措置（ＮＩＳＡ・つみたてＮＩＳＡ）

（措法37の 14）について、次の措置が講じられました。 
   ① 非課税口座を開設しようとする居住者等は、金融商品取引業者等の営業所の長に対し、非課税

適用確認書等の添付を要しない非課税口座簡易開設届出書の提出ができることとする（措法 37

の 14⑤一、措令25の 13⑤二）。 

   ② 非課税口座内上場株式等は、非課税期間終了の日に非課税口座が開設されている金融商品取引

業者等の営業所に開設されている特定口座がある場合には、その金融商品取引業者等の営業所の

長に対する移管依頼書の提出により他の年分の非課税管理勘定又は特定口座以外の他の保管口座

に移管されるものを除き、当該特定口座に移管されることとする（措法 37 の 14⑤二、四、措令

25の 10の２⑭二十六ハ、25の 13⑧⑱）。 

   ③ 上記②について、未成年者口座内の少額上場株式等に係る譲渡所得等の非課税措置（ジュニア

ＮＩＳＡ）における未成年者口座内上場株式等の移管（課税未成年者口座を構成する特定口座へ

の移管を含む。）についても同様とする（措法37の 14の２⑤二ホ、措令25の 10の２⑭二十七

ハ、25の 13の８⑤～⑦）。 

   （注）非課税期間とは、ＮＩＳＡ・ジュニアＮＩＳＡの場合は、その年分の非課税管理勘定が設け

られた日の属する年の１月１日から５年、つみたてＮＩＳＡの場合は、その年分の累積投資勘

定が設けられた日の属する年の１月１日から20年をいいます。 

   《適用関係》 上記①の改正は、平成31年１月１日以後に提出する非課税口座簡易開設届出書につ

いて適用されます（改正法附則74）。 

  ⑻ 特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例（措令25の 10の２）について、特

定口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に、一定の譲渡制限付株式で、その譲渡制限が

解除された時に、当該譲渡制限付株式が管理されている口座が開設されている金融商品取引業者等

の営業所に開設されている特定口座に一定の方法により移管されるものが加えられました（措令 25

の 10の２⑭二十五）。 
   《適用関係》 この改正は、平成30年４月１日以後に譲渡制限が解除される一定の譲渡制限付株式

について適用されます（改正措令附則９①）。 

  ⑼ 特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例（エンジェル税制）（措法 41 の

19）について、次の措置が講じられました。 

   ① 適用対象となる株式の範囲から、総合特別区域法に規定する指定会社により発行される株式を

除外する（旧措法41の 19①二）。 

   ② 適用対象となる国家戦略特別区域法に規定する特定事業を行う株式会社により発行される株

式の発行期限を平成32年３月 31日まで２年延長する（措法41の 19①三）。 

   ③ 適用対象となる地域再生法に規定する特定地域再生事業を行う株式会社（平成30年３月 31日

までに同法の確認を受けたものに限る。）により発行される株式で当該確認を受けた日から同日

以後３年を経過する日までの間に発行されるものを、当該特定地域再生事業を行う株式会社によ

り発行される株式で地域再生法の一部を改正する法律の施行の日から平成32年３月 31日までの

間に発行されるものとする（措法41の 19①四）。 

   《適用関係》 上記①の改正は、平成30年４月１日前に指定を受けた指定会社により発行される株

式については、従前のとおりとされています（改正法附則83①）。 
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          また、上記③の改正について、地域再生法の一部を改正する法律の施行の日前に地域

再生法の確認を受けた株式会社により発行された株式を払込みにより取得をした場合

は、従前のとおり適用があることとされています（改正法附則83②）。 

  ⑽ 特別事業再編を行う法人の株式を対価とする株式等の譲渡に係る譲渡所得等の課税の特例（措法

37 の 13 の３）が創設され、個人が、産業競争力強化法等の一部を改正する法律の施行の日から平

成33年３月 31日までの間に産業競争力強化法に規定する特別事業再編計画について認定を受けた

法人（以下「認定特別事業再編事業者」といいます。）の行った当該特別事業再編計画に係る特別

事業再編によりその有する他の法人の株式等を譲渡し、当該認定特別事業再編事業者の株式の交付

を受けた場合におけるその株式等の譲渡については、その譲渡がなかったものとみなすこととされ

ました（措法37の 13の３、措令25の 12の３）。  
 

 ４ 土地・住宅税制 
  ⑴ 固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例（所法58）、特定住宅地造成事業等のために土地等を譲

渡した場合の譲渡所得の特別控除（措法34の２）及び農地保有の合理化等のために農地等を譲渡し

た場合の譲渡所得の特別控除（措法34の３）について、コンクリート等で覆われた農作物の栽培施

設の敷地の譲渡についても、一定の要件を満たす場合には、これらの特例の適用対象とすることと

されました（所法58①一、措法34の２②二十五、措令22の９①）。 

   《適用関係》 この改正は、農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律の施行の日以後に行う

交換等について適用されます（改正法附則７、改正措令附則８①） 

  ⑵ 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（措法34の２）につ

いて、特定の民間住宅地造成事業のために土地等を譲渡した場合の適用期限が平成32年 12月 31 日

まで３年延長されました（措法34の２②三）。 
  ⑶ 特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例（措法36の２）及び特定の居住用

財産を交換した場合の長期譲渡所得の課税の特例（措法36の５）について、買換資産が非耐火既存

住宅である場合の要件に、取得の日以前 25 年以内に建築されたものであること又は一定の耐震基

準に適合することのいずれかを満たすこと（その取得期限までに改修等により要件を満たせば、要

件を満たすこととなります。）を加えた上、その適用期限が平成31年 12月 31日まで２年延長され

ました（措法36の２①②、36の５、措令24の２③一）。 

   《適用関係》 この改正のうち買換資産が非耐火既存住宅である場合の要件の部分は、平成30年１

月１日以後に譲渡資産の譲渡をし、同年４月１日以後に買換資産を取得する場合につ

いて適用されます（改正措令附則８②）。 

  ⑷ 大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等の造成のための交換等の場合の譲渡所得

の課税の特例（旧措法37の７）等が廃止されました（旧措法37の７～37の９、改正法附則73）。 

  ⑸ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法41の５）の適用期限が平

成31年 12月 31日まで２年延長されました（措法41の５⑦一）。 

  ⑹ 特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法41の５の２）の適用期限が平成 31年

12月 31日まで２年延長されました（措法41の５の２⑦一）。 

 

 ５ 国際課税 
  ⑴ 租税条約上のＰＥの定義と異なる場合の調整規定等の整備 
   ① ＰＥの範囲について、租税条約において異なる定めがある場合には、その租税条約の適用を受

ける非居住者又は外国法人（以下「非居住者等」といいます。）については、その租税条約にお

いてＰＥと定められたもの（国内にあるものに限ります。以下同じです。）を国内法上のＰＥと

することとされました（所法２①八の四）。 

    （注）相互免除法についても同様の改正が行われました（相互免除法４の２）。 
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   ② いわゆる支店ＰＥについて、その範囲を国内にある支店、事務所等その他事業を行う一定の場

所に改めるとともに（所令１の２①）、いわゆる建設ＰＥについて、建設ＰＥを構成する場所を、

国内にある長期建設工事現場等に限定し（所法２①八の四ロ、所令１の２②）、いわゆる代理人

ＰＥについて、在庫保有代理人及び注文取得代理人の定義に関する規定を削除するとともに、同

業者代理人に関する措置を廃止する等の措置が講じられました（旧所令１の２③）。  

  ⑵ ＰＥ認定の人為的回避防止措置の導入 
   ① 建設ＰＥの期間要件について、契約を分割して建設工事等の期間を１年以下とすることにより

建設ＰＥを構成しないことがその契約の分割の主たる目的の一つであったと認められる場合には、

正当な理由に基づいて契約を分割したときを除いて、分割された期間を合計して判定を行うこと

とされました（所令１の２③）。 

   ② その活動が非居住者等の事業の遂行にとって準備的又は補助的な性格のものである場合に限

り、保管、展示、引渡しその他の特定の活動を行うことのみを目的として保有する場所等は、Ｐ

Ｅに含まれないものとされました（所令１の２④）。ただし、事業を行う一定の場所を使用し、

又は保有する非居住者等と特殊の関係にある者（その個人又は法人との間に直接・間接の持分割

合50％超の関係その他の支配・被支配の関係にある者をいいます（所令１の２⑨）。次の③にお

いて同じです。）が当該事業を行う一定の場所において事業上の活動を行う等の場合において、

当該事業を行う一定の場所がその者のＰＥに該当する等の一定の要件に該当し、かつ、当該事業

上の活動が一体的な業務の一部として補完的な機能を果たすときの当該事業を行う一定の場所に

ついては、この適用はないこととされました（所令１の２⑤）。 

   ③ 代理人ＰＥの範囲について、国内において非居住者等に代わって、その事業に関し、反復して

契約を締結し、又は一定の契約の締結のために反復して主要な役割を果たす者で、これらの契約

が非居住者等の資産の所有権の移転等に関する契約である場合における当該者を加えるとともに、

独立代理人の範囲から、専ら又は主として一又は二以上の自己と特殊の関係にある者に代わって

行動する者を除外することとされました（所令１の２⑦⑧）。 

   《適用関係》 上記⑴及び⑵の改正は、非居住者の平成31年分以後の所得税又は同年１月１日以後

に支払を受けるべき国内源泉所得について適用され、所要の経過措置が講じられてい

ます（改正法附則３、55、改正所令附則２）。 

  ⑶ 外国組合員に対する課税の特例（措法 41 の 21）について、一定のＰＥ帰属所得で投資組合契約

に基づいて行う事業に係るＰＥに帰せられるものに対する所得税を非課税とする措置に改組する

こととした上、これに伴う所要の措置が講じられました（措法41の 21①～③⑪）。 
   《適用関係》 この改正は、非居住者が平成31年以後の各年において有することとなる国内源泉所

得について適用されます（改正法附則84）。 

  ⑷ 居住者の外国関係会社に係る所得の課税の特例（措法40の４）について、主に次の見直しのほか

所要の措置が講じられました。また、特殊関係株主等である居住者に係る外国関係法人に係る所得

の課税の特例（措法40の７）についても所要の措置が講じられています。 

   ① 事業基準から除外される外国関係会社に一定の外国金融持株会社を追加し、実体基準及び管理

支配基準の判定における一定の外国金融持株会社の「主たる事業」の取扱いについて整備する（措

法40の４②三）。 

   ② 解散により外国金融子会社等に該当しないこととなった部分対象外国関係会社について、その

該当しないこととなった日から原則として同日以後３年を経過する日までの期間内の日を含む事

業年度の一定の所得について、部分合算課税の対象としないこととする（措法40の４⑥）。 

   《適用関係》 この改正は、外国関係会社の平成30年４月１日以後に開始する事業年度について適

用されます（改正法附則77）。 

 



 

 

- 13 - 

 ６ その他 

  ⑴ 給与所得者の源泉徴収に関する申告書の提出時期等の特例（所法 198）について、給与等の支払

を受ける居住者は、給与所得者の保険料控除申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する

場合には、生命保険料控除証明書又は地震保険料控除証明書の提出又は提示に代えて、当該生命保

険料控除証明書又は地震保険料控除証明書に記載されるべき事項を電磁的方法により提供するこ

とができることとされました（所法198⑦、所令 319の２⑦）。 

   《適用関係》 この改正は、平成32年 10月１日以後に提出する給与所得者の保険料控除申告書につ

いて適用されます（改正法附則16）。 

  ⑵ 支払調書等、国外送金等調書及び国外証券移管等調書の電子情報処理組織（e-Tax）又は光ディス

ク等による提出義務制度について、提出義務の対象となるかどうかの判定基準となるその年の前々

年に提出すべきであった支払調書等の枚数が 100 枚以上（改正前：1,000 枚以上）に引き下げられ

ました（所法228の４①、措法42の２の２①、国外送金法４②）。 

   《適用関係》 この改正は、平成33年１月１日以後に提出すべき支払調書等について適用されます

（改正法附則18、85、122）。 

  ⑶ 山林所得に係る森林計画特別控除（措法30の２）の適用期限が平成32年まで２年延長されまし

た（措法30の２①）。 

  ⑷ 公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税（措法40）について、次の措置が

講じられました。 

   ① 一般特例の適用を受けた寄附財産で一定の方法により管理されているものの譲渡をし、その譲

渡による収入金額の全部に相当する金額をもって取得した資産を当該方法により管理する等の一

定の要件を満たす場合には、非課税措置の継続適用を受けることができることとする（措法 40⑤

二）。 

   ② 承認特例の対象となる贈与等の範囲に国立大学法人等に対する一定の贈与等を加えるととも

に、承認特例において贈与等を受けた財産が一定の株式等でないこととの要件を撤廃する（措令

25の 17⑦）。 

  ⑸ 国等に対して重要文化財を譲渡した場合の譲渡所得の課税の特例（旧措法40の２）について、特

例の対象範囲から重要有形民俗文化財を国等に譲渡した場合が除外されました（措法40の２）。 

   《適用関係》 平成 31年１月１日前に重要有形民俗文化財を国等に譲渡した場合については従前の

とおりとされています（改正法附則76）。 

  ⑹ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（住宅借入金等特別控除）（措法41）及び特定

の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額に係る特例（特定増改

築等住宅借入金等特別控除）（措法41の３の２）について、これらの特例の適用を受ける際に確定

申告書等に添付すべき書類の範囲に、住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書に記載すべき

事項を記録した電子証明書等に係る電磁的記録印刷書面（電子証明書等に記録された情報の内容を、

国税庁長官が定める方法によって出力することにより作成した書面をいいます。以下同じです。）

が加えられました（措規18の 21⑨⑳～㉒、18の 23の２⑪）。 
   《適用関係》 この改正は、平成32年 10月１日以後に平成32年分以後の所得税に係る確定申告書

を提出する場合について適用されます（改正措規附則18、20）。 

  ⑺ 年末調整に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（措法41の２の２）について、

次の措置が講じられました。 

   ① 居住日の属する年分又はその翌年以後いずれかの年分の所得税につき住宅借入金等特別控除

の適用を受けた個人は、年末調整の際に住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書

の提出に代えて、税務署長の承認を受けている給与等の支払者に対し、当該申告書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することができることとする（措法41の２の２④～⑥、措規18の

23④⑤）。 
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   ② 居住日の属する年分（平成31年から平成33年までの各年分に限る。以下「居住年分」という。）

又は当該居住年分の翌年以後のいずれかの年分の所得税につき住宅借入金等特別控除の適用を受

けた個人は、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書に記載すべき事項を電磁的

方法により提供する場合には、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書又は住宅

取得資金に係る借入金の年末残高等証明書の提出に代えて、これらの証明書に記載されるべき事

項を電磁的方法により提供することができることとする（措法41の２の２⑨、措規18の 23⑧）。 

   ③ 住宅借入金等に係る債権者は、住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書の交付に代えて、

住宅借入金等特別控除の適用を受けようとする個人の承諾を得て、当該証明書に記載すべき事項

を電磁的方法により提供することができることとする（措令 26 の３③～⑦、措規 18 の 22⑤～

⑦）。 

   ④ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書に添付すべき書類の範囲に、住宅借入

金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書に記載すべき事項を記録した電子証明書等に係る

電磁的記録印刷書面及び住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書に記載すべき事項を記録

した電子証明書に係る電磁的記録印刷書面を加える（措規18の 23②）。 

   ⑤ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受けた個人について、上記①から④までと同様の

措置を講ずる（措法41の３の２⑳、措令26の４㉔、措規18の 23の２⑯⑲）。 

   《適用関係》 この改正は、平成32年 10月１日以後に提出する住宅借入金を有する場合の所得税額

の特別控除申告書及び同日以後交付する住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明

書について適用されます（改正法附則78、改正措令附則17、改正措規附則19）。 

  ⑻ 消滅時効を援用せずに支払うこととされた公的年金等に対する源泉徴収の不適用（措法 41 の 15

の４）が創設され、国民年金法又は厚生年金保険法に規定する年金の支給を受ける権利の消滅時効

が完成した場合において、当該権利の消滅時効を援用せずに支払われる年金については、源泉徴収

を要しないこととされました（措法41の 15の４①）。また、これに伴い、公的年金等に係る確定

申告不要制度における全ての公的年金等が源泉徴収されていることとの要件について、当該全ての

公的年金等には消滅時効を援用せずに支払うこととされた公的年金等を含まないこととされまし

た（措法41の 15の４②）。 

   《適用関係》 この改正は、平成30年４月１日以後に支払う公的年金等について適用されます（改

正法附則82）。 

  ⑼ 電子情報処理組織による申請等（オン化省令５）について、当該申請等と併せて送信する添付書

面等に係る電磁的記録（イメージデータ）に、一定の解像度及び階調の要件を付した上で、この場

合における税務署長による当該添付書面等の提示等を求める措置が廃止されました（オン化省令５

②④⑤）。 
  ⑽ 税務署長等が行う処分通知等について、国税庁長官が定めるものは、電子情報処理組織を使用し

て行うことができることとされました（オン化省令８、９）。 

   （注）対象となる処分通知等（所得税関係）は、平成30年国税庁告示第８号により以下のとおり定

められています。 

     ① 更正の請求に係る次の処分通知等 

      イ 更正（通則法24、26） 

      ロ 上記イの更正に伴って行われることとなる加算税についての賦課決定（通則法32⑤） 

      ハ 更正をすべき理由がない旨の通知（通則法23④） 

     ② 納税証明書の交付（通則法123①） 

     ③ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書の交付（措法41の２の２⑦） 

     ④ 電子申請等証明書の交付（措法97） 

   《適用関係》 この改正は、平成32年１月１日以後に行う処分通知等について適用されます（改正

オン化省令附則⑦）。 
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Ⅱ 平成 29年度の改正事項のうち、平成30年分の所得税から適用される主なもの 

 １ 配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し 
  ⑴ 配偶者控除（所法83） 

    配偶者控除の控除額について、居住者の合計所得金額に応じてそれぞれ次のとおりとされ、合計

所得金額が1,000 万円を超える居住者については、配偶者控除の適用はできないこととされていま

す（所法83①）。 

居住者の合計所得金額 
控除額 

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者 

900 万円以下 

900 万円超 950万円以下 

950 万円超 1,000 万円以下 

38万円 

26万円 

13万円 

48万円 

32万円 

16万円 

  ⑵ 配偶者特別控除（所法83の２） 

    配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を 38 万円超 123 万円以下（改正前：38 万円

超 76万円未満）とし、その控除額は、配偶者の合計所得金額及び居住者の合計所得金額に応じてそ

れぞれ次のとおりとされました。なお、改正前の制度と同様に、合計所得金額が1,000 万円を超え

る居住者については、配偶者特別控除の適用はできないこととされています（所法83の２①②）。 

 

居住者の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 

950 万円超 

1,000 万円以下 

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額 

38 万円超 85万円以下 38万円 26万円 13万円 

85万円超 90万円以下 36万円 24万円 12万円 

90万円超 95万円以下 31万円 21万円 11万円 

95万円超 100 万円以下 26万円 18万円 9万円 

100 万円超 105 万円以下 21万円 14万円 7万円 

105 万円超 110 万円以下 16万円 11万円 6万円 

110 万円超 115 万円以下 11万円 8万円 4万円 

115 万円超 120 万円以下 6万円 4万円 2万円 

120 万円超 123 万円以下 3万円 2万円 1万円 

   （注）平成 30年度においても改正が行われています。３ページをご覧ください。 

  ⑶ 給与所得者の扶養控除等申告書等の整備（所法194等） 

    上記⑴及び⑵の見直しに伴い、給与所得者の扶養控除等申告書、給与所得者の配偶者特別控除申

告書及び公的年金等の受給者の扶養親族等申告書について、その記載事項の見直しを行う等の所要

の措置が講じられています（所法２、79、85、185～187、190、194～195 の２、198、203 の３、203

の５、別表第２～別表第４）。 

 

 ２ 事業所得等関係 
  ⑴ 試験研究を行った場合の所得税額の特別控除制度（研究開発税制）（措法10）について、次のと

おり見直しが行われています。 
① 試験研究費の総額に係る税額控除制度について、税額控除割合を見直した上、試験研究費の額

が平均売上金額の 100 分の 10 を超える場合における税額控除額の上限の特例を措置することと

する（措法10①⑤）。 

② 中小企業基盤強化税制について、増減試験研究費割合が 100 分の５を超える場合の特例を措置

するとともに、試験研究費の額が平均売上金額の100分の 10を超える場合における税額控除額の

上限の特例を措置することとする（措法10③④⑤）。 
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③ 特別試験研究費の額に係る特別税額控除制度について、特別試験研究費の対象となる共同研究

及び委託研究に係る相手方が支出する費用で自己が負担するものについて、その費用の限定を廃

止し、これらの研究に要した費用であってその個人が負担したものに限るものとする（措規５の

６⑫一イ、二イ、三、四）。 

④ 試験研究費の増加額又は平均売上金額の 100 分の 10 相当額を超える試験研究費の額に係る特

別税額控除制度について、試験研究費の増加額に係る税額控除を廃止するとともに、その適用期

限を２年延長し、上記①又は②のうち一定の特例の適用を受ける年においては、この制度の適用

はできないこととする（措法10⑦）。 

⑤ 試験研究費の範囲について、対価を得て提供する新たな役務の開発を目的として行われる一定

の試験研究に係る費用を追加することとする（措法10⑧一、措令５の３⑥⑦、措規５の６①②）。 

  ⑵ 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の所得税額の特別控除制度（雇用促進税制）（旧

措法10の５）について、一定の金額にそれぞれ特定新規雇用者数等を乗じて計算される額の合計額

を地方事業所税額控除限度額とすることとされています（旧措法10の５②）。 
   （注）平成 30年度においても改正が行われ、地方活力向上地域等において雇用者の数が増加した場

合の所得税額の特別控除に改組されています。４ページをご覧ください。 

  ⑶ 雇用者給与等支給額が増加した場合の所得税額の特別控除（所得拡大促進税制）（旧措法10の５

の４）について、中小事業者の税額控除限度額の見直しとともに、中小事業者以外の個人の平均給

与支給額に係る要件及び税額控除限度額の見直しが行われています（旧措法10の５の４①、措令５

の６の４⑯）。 

   （注）平成 30年度においても改正が行われ、給与等の引上げ及び設備投資を行った場合等の所得税

額の特別控除に改組されています。５ページをご覧ください。 

 

 ３ 国際課税 

   居住者の特定外国子会社等に係る所得等の課税の特例（措法 40 の４、40 の５、40 の７、40 の８）

について、内国法人の特定外国子会社等に係る所得等の課税の特例の見直しと同様に、総合的な見直

しが行われています。 

   （注）平成 30年度においても改正が行われています。12ページをご覧ください。 

 

Ⅲ 平成 28年度の改正事項のうち、平成30年分の所得税から適用される主なもの 
 １ 国際課税 
   非居住者の内部取引に係る課税の特例（措法40の３の３）及び国外所得金額の計算の特例（措法41

の 19の５）について、独立企業間価格の算定に関する文書化制度が整備されています。 

 ２ その他 
   確定申告書に関する書類の提出等（所令 262）等について、確定申告書等に添付すべき生命保険料

控除、地震保険料控除及び寄附金控除に関する証明書の範囲に、電磁的記録印刷書面が加えられてい

ます（所令262①②、319、措規 19の 10の３、19の 10の４、19の 10の５⑪）。 

 


